
平成２７年（健）第１５１号

平成２７年１０月３０日裁決

主文

本件再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、健康保険法（以下

「法」という。）による療養費の支給を求め

るということである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、両変形性足関節症、左片麻

痺、変形性腰椎症及び両肩関節周囲炎（以

下、併せて「当該傷病」という。）の療

養のため、平成○年○月から平成○年○

月までの期間（以下「請求期間Ａ」とい

う。）、及び平成○年○月から平成○年○

月までの期間（以下「請求期間Ｂ」とい

い、「請求期間Ａ」と併せて「本請求期

間」という。）について、あんま・マッ

サージの施術の費用について、○○健康

保険組合理事長（以下「理事長」という。）

に対し、療養費の支給を請求した。

２　理事長は、請求人に対し、請求期間Ａ

の請求について、それぞれ請求額から一

部負担金相当額を控除した療養費を支給

する旨の処分をした。

３　その後、理事長は、平成○年○月○日

付で、請求人に対し、理由を「Ａさんと

の面談時に伺いました、マッサージ施術

内容は『揉んだり、押したり』で、たま

に『リハビリ』との回答により、右上肢・

左上肢・右下肢・左下肢の４肢への施術

が、費用請求の変形徒手矯正術では無い

と判断しました。また、『疲労が溜まら

ないように受けている』、『勤務先である

ａ病院の施術師の先生が空いている時間

に治療を受けている』との回答から、療

養費の目的には合致しないと判断し、不

支給と決定します。つきましては、Ａさ

んより請求の全期間を不支給決定とし、

既支給額に対して当組合への返還を求

めます。」として、請求期間Ａについて、

改めて療養費を支給しない旨の処分（以

下「処分Ａ」という。）をするとともに、

支給した療養費について返還するよう求

めた。

また、理事長は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、理由を「Ａさんとの

面談時に伺いました、マッサージ施術内

容は『揉んだり、押したり』で、たまに『リ

ハビリ』との回答により、右上肢・左上肢・

右下肢・左下肢の４肢への施術が、費用

請求の変形徒手矯正術では無いと判断し

ました。また、『疲労が溜まらないよう

に受けている』、『勤務先であるａ病院の

施術師の先生が空いている時間に治療を

受けている』との回答から、療養費の目

的には合致しないと判断し、不支給と決

定します。」として、請求期間Ｂについて、

療養費を支給しない旨処分（以下「処分

Ｂ」といい、「処分Ａ」と併せて「原処分」

という。）をした。

４　請求人は、原処分を不服とし、標記の

社会保険審査官に対する審査請求を経

て、当審査会に対し、再審査請求をした。

第３　問題点

１　法による現金給付としての療養費の支

給については、法第８７条第１項に、（1）

療養の給付等を行うことが困難であると

認めるとき、又は、（2）被保険者が保険

医療機関等以外の病院、診療所、薬局そ

の他の者から診療、薬剤の支給若しくは

手当を受けた場合において、保険者がや

むを得ないものと認めるときは、療養の

給付等に代えて、療養費を支給すること

ができると定められている。

２　本件の場合、理事長が、請求人の療養

費の請求について、第２の３記載の理由

により原処分をしたことに対し、請求人

はこれを不服としているのであるから、

本件の問題点は、原処分が、法第８７条

第１項の規定に照らして妥当なものと認

められないかどうかである。

第４　審査資料

（略）

第５　事実の認定及び判断



１　審査資料によれば、次の事実が認めら

れる。

（略）

２　前記認定の事実に基づき、本件の問題

点を検討し、判断する。

（1）　あん摩・マッサージ・指圧師の施

術に係る法第８７条の規定による療養

費の支給については、「はり、きゅう

及びマッサージの施術に係る療養費

の取扱いについて」（昭和４２年９月

１８日保発第３２号厚生省保険局長通

知）及び「はり師、きゅう師及びあん

摩・マッサージ・指圧師の施術に係

る療養費の支給の留意事項等につい

て」（平成１６年１０月１日保医発第

１００１００２号厚生労働省保険局医

療課長通知）（以下、併せて「本件通知」

という。）が発出されており、保険者

は、これにより取り扱うこととしてお

り、当審査会もこれを是認するもので

ある。

本件通知によれば、マッサージの

施術に係る療養費の支給対象となる適

応症は、一律にその診断名によること

なく筋麻痺・関節拘縮等であって、医

療上マッサージを必要とする症例であ

り、その施術について医師の同意を得

た場合とされている。

また、同意書は、医師の医学的所見、

症状経緯等から判断して発行されるも

のであり、同意書発行の趣旨を勘案し

判断を行うこと（なお、保険者が同意

医師に対して行う照会等は、必要に応

じて行われるべきものであること）と

され、同意を求める医師は、やむを得

ない事由がある場合を除き、原則とし

て当該疾病にかかる主治の医師とする

こととされている。

なお、医師の同意書は、療養費支

給申請の都度これを添付することを原

則としており、同意書に加療期間の記

載があるときは、その期間内における

２回目以降の請求にあっては、その添

付を省略して差し支えないが、初療の

日から３ヶ月（変形徒手矯正術につい

ては１ヶ月）を経過した時点において、

更に施術を受ける場合は、改めて医師

の同意を得て、所定の事項（同意記録）

を療養費支給申請書に記載すれば必ず

しも医師の同意書の添付は要しないこ

ととされており（変形徒手矯正術を除

く。）、また、施術者が患者に代わり医

師の同意を確認し、所定の事項（同意

記録）を療養費支給申請書に記載して

も良い（この場合、施術記録等の記録

が必要）とされている。

（2）　本件についてみるに、資料２によ

ると、Ｂ医師は、本請求期間について、

毎月同意書を交付していることが認め

られるが、最初の同意書は、初診日で

ある平成○年○月○日に、１回だけの

診察と検査の結果、診察時に同意書が

交付されている。

理事長からの照会に対して、Ｂ医師

は、資料３－１では、「小児マヒによ

る左足関節拘縮を認めます。上記によ

り腰から背骨又両肩へのバランスが崩

れ歪みを生じているため、痛み、しび

れ、凝りが著明に現れている。」とし、

「整形外科的根治治療には限界がある

ため、疼痛緩和に効果のあるあんま・

マッサージの施術が妥当と考える。」

と回答している。また、資料３－２で

は、「診察・画像診断・薬物療法の計

画において総合的に判断した結果、後

遺症としての筋力低下、関節拘縮の改

善と筋力増加が必要であると考える

が、治療時に疼痛が発生するため目的

を十分に果たすことが困難と考え、疼

痛緩和軽減が期待できるマッサージ施

術が適当と考えました。」と回答して

いる。

すなわち、Ｂ医師は、請求人は小

児マヒのために、足関節が拘縮してお

り、そのため腰から背骨又両肩へのバ

ランスが崩れ歪みを生じ、その結果、

痛み、しびれ、凝りが生じていると分

析し、その原因である関節拘縮の改善

と筋力増加が必要であるとし、関節拘

縮の改善を徒手矯正術で行おうとする



ならば、かなりの力が必要であり、患

者に痛みを強要することになるので、

医学的なリハビリとしてではなく、少

しでも疼痛緩和が期待できるマッサー

ジが適当であると判断したものと解釈

される。

しかしながら、小児麻痺等によりす

でに長期間固定した状態にあると思わ

れる筋麻痺や関節拘縮に対して、マッ

サージ施術の効果は多くを望めず、限

られたものになると考えられ、また、

マッサージ施術により変形徒手矯正術

の施術に伴う疼痛が緩和するものとも

考えられないのであって、それにもか

かわらず、上記のような経緯でマッ

サージ施術に同意するということは、

医学的な判断というよりは、請求人の

求めに応じたにすぎないものと考える

のが相当である。また、変形徒手矯正

術についても、本件請求人に係る場合

において、医学的にその効果が望める

か疑問がある上に、これを本請求期間

を通じて毎月２０日間前後の施行をし

続け、医師が継続してその施術に同意

を与えるようなことは通常考えがた

く、さらに、仮にＢ医師が請求人に対

する変形徒手矯正術の施術が必要であ

ると判断したのであれば、整形外科及

びリハビリテーション科があり物理療

法を行っているという、ｂ病院におい

て、専門医の指導、管理のもとに行う

べきものとも考えられるのであって、

これらによれば、この点のＢ医師の同

意も、その医学的な判断によるものと

は認められず、請求人の求めに応じた

にすぎないものというべきである。

したがって、これらの同意のいずれ

についても、医師の診療を受けた上で、

その医学的判断に基づいてなされた同

意とはいえず、本件は医療上マッサー

ジを必要とする症例に該当するものと

は認められない。

（3）　以上によれば、本請求期間におけ

るマッサージ及び変形徒手矯正術の施

術は、療養費の支給要件を満たしてい

ないというべきであるから、請求人に

対し療養費を支給しないとした原処分

は、結論において妥当であって、これ

を取り消すことはできない。

以上の理由によって、主文のとおり裁決す

る。


